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研究成果の概要（和文）：SNSや社会的空間を取り上げ新たな環境教育を試行した。フリーペーパーを用いた環境行動
啓発では「My Cup」行動において，オンラインでの情報提供に比べフリーペーパーでの方が行動意図を高める結果とな
った。また，Facebookを利用した少人数グループでの節電行動促進では，オピニオンリーダーの存在がアクター間の密
度を高めバランスの良いグループを形成することが示された。さらに，互いが見知った社会空間を対象にポスターを用
いた消灯行動を促進した場合，実行動までの変化は見られなかったものの，行動に対する態度により異なる類型のアク
ター群が抽出され，各群により啓発に対する効果が異なることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：Trials of innovative environmental education using Social Networking Service 
(SNS) and social spaces were conducted. The promotion using free papers showed significantly larger 
increase of intention for “My Cup” behavior comparing with the information provision through an online 
questionnaire. The electricity saving program using Facebook indicated that the existence of opinion 
leaders gives high density between the actors and well-balanced group. The switch off campaign using a 
poster in the social space showed insignificant increase of actual behavior but the extracted groups with 
different attitudes for the behavior indicated that the promotion effect can be different in the 
different attitudinal groups.

研究分野： 環境システム
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１．研究開始当初の背景 

民生部門からの温室効果ガスや廃棄物な
どの環境負荷を削減していくためには，人々
の環境意識の醸成および環境行動の促進が
不可欠である。環境行動意図の向上にあたっ
ては，これまでにも様々なアプローチが試さ
れてきている。特に，行動への規定因を心理
モデルにより明らかにし，当該因子へ働きか
ける試みがいくつかなされている。行動意図
の規定因としては，特に社会規範のもたらす
影響が大きいとされており，その中でも，他
人の行動の認知である記述規範や，身近な他
者からの行動への期待感である主観的規範
の，行動意図への影響が大きいことが明らか
になっている。そこで，これらの規範に働き
かけることで，人々の環境行動を促そうとい
った試みも見られる（ Shultz, 1999 ；
Goldstein et al., 2008 等）。さらに，これら
社会規範の影響が大きいことを受け，特にコ
ミュニティ単位で，他者との関わりの中で環
境意識を高めていくことが有効であること
も示されてきている。しかしながら，現代社
会においては，密なコミュニティが必ずしも
保たれているとはいえず，また特に環境行動
実施度が総じて低い若年層（Vining & Ebreo, 
1990；Scott & Willitis, 1994；Barr, 2003；
Kurisu & Bortoleto, 2011 等）に向けては，
従来型のコミュニティ利用とは異なるアプ
ローチが必要になってくる。 
近年，新しいコミュニケーションツールと

して， Social Networking Service（SNS）
の普及が著しい。SNS は，社会的ネットワー
クをインターネット上で形成するサービス
のことであり，一般向けツールとしては
Twitter や Facebook が有名である。SNS 利
用者は年々増加しており，特に若年層での利
用率が高い（ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱ白書, 2012）。これら
は現代社会において新しいコミュニティの
形を提唱するものであり，さらにより緩い結
びつき（tie）によって広がりのあるコミュニ
ティを形成しうるものである。よって，有効
に利用すれば，現実的な人の繋がり以上の効
果を得ることも可能である。  

 
２．研究の目的 

 本研究においては，新しい環境教育の場と
して SNS や社会的空間を取り上げ，新たな
環境教育を試行する。環境意識が高い層だけ
ではなく，より幅広い層が互いに刺激しあい
ながら行動を促進し，人的ネットワークの影
響を評価する。 
 
３．研究の方法 

 本研究は以下の 3つのアプローチにより実
施した。 
（１）第一に，人々への環境行動啓蒙のひと
つのメディアとして，地域に密着したフリー
ペーパーを取り上げ，同紙面上に環境行動そ

のものに関する情報，手続き的情報，効果に
関する情報などを掲載し，それらが読者に与
えた影響について，Google Form で作成した
アンケートへの回答により情報収集した。 
 具体的には，「My Cup」持参行動に対し
「A：リスク喚起＋B1:ごみ量」情報を，
「Carbon Cashbag」行動につき，「一般情報＋
B7 ：製品＋C：記述規範」情報を Free Paper
を通じて提供した。本社会実験の結果を先行
研究事例であるオンラインアンケートでの
情報提供の影響結果との比較評価を行った。 
 
（２）第二に，ソーシャルネットワーキング
サービス（SNS）の環境教育における利用可
能性を検討するために，少人数グループでの
Facebook による環境教育プログラム試行実
験を行った。ここでは，被験者を２グループ
に分け，積極的な情報発信者の有無，および
各アクターの示す共感性が，行動継続動機に
及ぼす影響について把握するものとした。さ
らに，各アクター間で示される共感性を数値
化し，社会ネットワーク分析によってネット
ワーク構造の変容を明らかにすることを目
的とした。Facebook を既存の SNS ツールと
して取り上げ，その中に，20 名程度の大学生
からなるグループを２グループ作成した。そ
の上で，積極的な情報提供者（オピニオンリ
ーダー）を含むグループは密なネットワーク
構造を形成し，密なネットワーク構造は活発
な環境行動実施に繋がる，という仮説の有効
性を検証することとした。まず，事前アンケ
ートを実施し，アンケート結果の環境意識得
点がおよそ等しくなるよう，被験者を 2 グル
ープに分けた。その上で，一方のグループで
は，オピニオンリーダーが，不定期に環境情
報や節電関連情報を提供するものとした。実
験は約７週間実施し，その間に被験者に自宅
の電気メータを読ませた上で定期的に報告
させた。 
 
（３）第三に，集団構成員間にある程度の繋
がりのある空間を、社会的空間と定義づけ、
そこでの軽微な環境行動実施をきっかけと
して、環境意識及び他の環境行動への波及を
もたらせないか検討した。具体的には、大学
の同専攻同コースに属する約 20 名の学生が
使用する、共用居室を利用し、そこでの消灯
行動の啓蒙をポスターを用いて行った。実験
前後の消灯状況をセンサーによって把握す
ると同時に、心理面での意識の変化を、実験
前後のアンケート調査によって明らかにし
た。 
 
４．研究成果 

以下，各アプローチの結果を示す。 
（１）「My Cup」の「行動意図」においては，
社会実験とオンラインアンケートの行動意
図得点の間に有意差が見られ，社会実験の行
動意図得点が有意に高かった。意図を高める



ことにどの情報が有効であったかを多重回
帰分析法を通じて検定した結果，「ごみ量」
情報から正の効果が見られた。「My Cup」の
「実行動」においては，社会実験とオンライ
ンアンケートの実行動得点の間に有意差は
見られないが，オンラインアンケートの行動
得点より社会実験の行動得点が若干高い傾
向は見られた。 
「Carbon Cashbag」の「行動意図」におい

ては，社会実験とオンラインアンケートの行
動意図得点の間に有意差が見られなかった
が，オンラインアンケートの「一般情報」の
み提供したグループの意図得点より高くな
る傾向が見られた。いずれの情報が行動意図
に有意な影響を与えるかを多重回帰分析法
を通じて検定した結果，「一般情報」から正
の効果が見られた。「Carbon Cashbag」の「実
行動」においても，行動意図と同様に社会実
験とオンラインアンケートの実行動得点の
間に有意差は見られなかった。しかし，一般
情報のみ提供した場合の行動得点と有意確
率 1%で有意差が見られ，オンラインアンケ
ートの行動得点より社会実験の行動得点が
若干高くなる傾向が見られた。 
「My Cup」の場合 Free Paper を通じて情報

を提供することで実行動にまで繋がること
はなかった。しかし，行動意図はオンライン
アンケートの結果より有意に高くなること
が示された。一方，「Carbon Cashbag」におい
ては，多重回帰分析の結果から一般情報が行
動意図に正の効果を与えたこと，実行動得点
においては，一般情報のみ提供したオンライ
ンアンケートとの間に有意確率 1%で有意差
が見られたことから，情報提供の媒体として
ローカルメディアの可能性が示されたと言
える。 
 

（２） 
実験期間における各アクター間の「いい

ね」の回数を社会ネットワーク分析に供した。
その結果，特にオピニオンリーダーが存在す
るグループ（α）では，アクター間の密度が
高く，オピニオンリーダーと多くの人が繋が
る構造が見られた。社会ネットワーク分析の
指標でみると，グループ αの密度は 1.03 であ
ったのに対し，オピニオンリーダーのいない
グループ βは 0.53 となった。また，外向きと
内向きのバランスはグループ α では
35％:13％なのに対し，グループβは37％:11％
となった。この数値の差が小さいほど，グル
ープのバランスがより取れているので，グル
ープ αのほうが βと比べ，よりバランスのい
いグループであったと言える。オピニオンリ
ーダー２名を加えてグループ αでの本値を出
すと 37％:24％となることから，中心メンバ
ーの重要性が示されたと言える。 
 
（３）社会的空間での消灯行動啓蒙の結果，
明確な実行動や想定心理因子の変化は見ら
れなかった。そこで，被験者の様々な社会的

空間に対する態度について詳細に比較評価
した。その結果，｢演習室での消灯行動の無
責任さ｣と｢演習室における互いの行動への
意識｣という 2 因子を抽出した。同因子得 
点を用いて，クラスタ分析により被験者を類
型化した結果，｢責任感はやや薄いが，周囲
の目を気にしている｣クラスタ①（n= 12）と，
｢責任感が薄く，周囲の目も気にしない｣クラ
スタ②（n=6），｢責任感が強く，周囲の目は
あまり気にしない｣クラスタ③（n=9）に分け
られた。このうち，実際に消灯行動が変化し
たと答えたのはクラスタ①のみで，クラスタ
②は行動に変化がなく，クラスタ③は元から
必ず消していると答えた。このように，社会
的空間での消灯行動における態度にはばら
つきがあり，その特徴によりいくつかの類型
に分かれることが判明した。これら各類型に
対し，個別のアプローチにより，行動変容策
を模索していくことが重要と言える。 
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